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はじめに 
2015 年に入り新聞をはじめとして、様々なメディアで、クラウド、IoT、M2M、
インダストリー4.0、インダストリー・インターネット、Industrial Value Chain 
Initiative＝IVI など散見される。だが、多くの記事や報道では紙面の都合などが
あることから全体がつかみにくく、まだ表面的な事柄が多いように思える。ここで
は改めて、それらの言葉を、整理し、それぞれが何を目指しどのような展開を目指
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しているのかなど現状で分かる範囲でそれをまとめてみたい。技術の進歩や注目の
度合いが高いことから、めまぐるしく変化しているが、今考えられる範囲でそれら
に対して、どのような影響があるのかを考えていきたい。 
 
1. IoT＝Internet of Things とは 
まず初めに IoT は「インターネットのこと」とも訳されているが、サバナビ 
– IT 用語辞典で意味を調べてみると、無線 ID タグの専門家であるケビン・ア
シュトンが 1999 年に使った言葉で、氏は同年に MIT（マサチューセッツ工科
大学）で Auto-ID ラボ（旧・Auto-ID センター）を共同設立した人物である。
同ラボは無線チップで人・モノを識別・管理する仕組みである RFID の世界標
準が作成され、RFID はパスポート、乗車カードなどで使用されており、まさ
に IoT の技術によって成り立っている。RFID や IP アドレスによってモノを識
別し、インターネットを介してモノを操作しモニタリングするなど、より快適
な生活を目指すことが IoT の目的である。ネットワークカメラ、センサー、ス
マートハウスなど様々なモノに IoT が取り入れられているi、ということからあ
くまで概念として捉えた方が良いと思われる。そして、IoT を進化させた IoE
（Internet of Everything）という言い方をする論者もおり、これは文字通り
IoE はモノ、データ、人などあらゆるモノをインターネットに接続しようとい
う概念なのである。 
 
2. M2M とは 
M2M とは、一般的に機械と機械（マシン to マシン）が通信ネットワークを
介して互いに情報をやり取りすることにより、自律的に高度な制御や動作を行
うことである。特に、コンピュータや通信装置などの情報機器以外の機械にセ
ンサーや処理装置、通信装置などを組み込んで、データ収集や遠隔監視・制御
などを行なうことを意味することが多い。M2M システムの例としては、工場
内での工作機械の集中制御や、自動販売機の在庫状況の遠隔監視、様々な建物
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に設置されたエレベーターの稼働状況の監視、実際の自動車の走行状況を集約
したリアルタイムの渋滞情報、発電所や家庭の配電盤などにセンサーやコン
ピュータを導入してきめ細かな電力使用料の監視や供給制御を行なうスマート
グリッドなどが挙げられるii、と言われている。ここでは、インターネットでは
なく、通信ネットワークも含んでいることが特長で、より広く捉えられている。 
その市場について、野村総研の調査によるとソリューション市場は 2013 年
度に 3 兆円を超えており、2020 年にかけて、5 兆円を超える規模に成長すると
見込まれるiii、としている。  
また、データセンターと法人ネットワーク市場が規模的に大きいもの成長は
見込まれ難い一方で、情報セキュリティの堅調な伸び、および M2M の急激な
成長により、全体として高い成長性を示すようになると予測している。データ
センターと法人ネットワーク市場が規模的に大きいものの成長は見込まれ難い
一方で、情報セキュリティの堅調な伸び、および M2M の急激な成長により、
全体として高い成長性を示すようになると予測しているiv。また、それに伴っ
てクラウドやデータセンターの市場も下図のように増加傾向なることが予想さ
れている。 
表 1. 法人のクラウド、データセンターの市場の変化 
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そして、それぞれの市場の定義としては、クラウドサービス（クラウド・コ
ンピューティングサービス）市場は、主に通信ネットワークを介して様々はシ
ステム機能やアプリケーションソフトを提供する企業向けソリューション・
サービスである SaaS、IaaS、PaaS 注）、の国内における利用料の合算とし、デー
タセンター市場は、狭義では「ホスティングサービス」と「コロケーションサー
ビス」に大別されるが、広義に捉えると「アウトソーシングサービス」「マネー
ジドサービス」がこれに加わる。ここでは、国内における、ホスティング、コ
ロケーション、アウトソーシング、マネージドサービスまでを対象とし、また、
法人ネットワーク市場は、「従来型専用線」「イーサネット専用線」「FR・CR（フ
レームリレ ・ーセルリレー）」「広域イーサネット」「IP-VPN」「エントリーVPN」
および「インターネット VPN」など、国内における法人企業向け回線サービス
の収入を対象とするv、としている。 
そして、M2M 市場は、エネルギー分野に牽引されるかたちで成長し、2013
年度の約 2,400 億円から 2020 年度には、1.6 兆円を超える規模に達する。また、
市場を牽引するのは当面エネルギー分野であるが、通信モジュールのコスト低
下、通信回線費用の低下、情報加工・処理の手間の低下が進み、製造業を含め
多くの業種が、M2M に具体的に関心を寄せている。さらに、業界団体による
啓蒙や標準化の推進、国によるインフラおよび社会基盤における M2M の活用
なども進むとみられ、M2M の活用なども進むとみられ、M2M 市場の環境は、
ユーザー企業にとってプラスに動くものとなってきている。 
また、M2M 市場が幅広い分野に浸透するには、大きく 2 つの課題がある、
としている。1 つは、時間軸の課題である。M2M は機械のリプレイスタイミン
グやデータ蓄積に時間がかかるため、効果を刈り取るまでに時間を要する場合
が多い。ユーザー企業はもちろん、それらにサービスを提供するキャリア、通
信業者も、M2M と長期的に付き合っていくことが必要になる。もう 1 つは、
サービスモデル構築の課題である。M2M から得られる情報を全社的に活用す
るための検討がいまだ十分ではないユーザー企業が多い。ユーザー企業は、こ
                                                          
注） SaaS は Software as a Service の略、Iaas は Infrastructure as a Service の略、
PaaS は Platform as a Service の略 
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れらの課題を 1 つずつ克服していかなければならないvi、と指摘している。 
そして、業界別の市場の予測としては下記の図のように一律に変化するので
はなく、各々の業界によって異なった変化が考えられている。 
 
表 2. M2M の業界別市場予測 
 
 
だが、実際の M2M の運用については従来の作業とあまり変化がないという
指摘もある。例えば、M2M のデータ取得から利用までは 1990 年代に登場した
コマツの遠隔情報確認システム「KOMTRAX(コムトラックス)」、ダイキン工業
の空調機器の遠隔監視システム「エアーネットⅡサービスシステム」などのス
テップとほぼ同じであり。すなわち、M2M のステップ自体は、今も昔も変わ
らないvii、ともしている。 
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図 1. M2M のデータ取得から利用までのステップ 
 
 
だが、作業としては変わりないが、データを取得して利用することが異なる
のである。 
一方で、2012 年 7 月に本格開放された 920MHｚ帯近距離無線に加え、昨今
は特に、「情報の収集段階」と「情報の蓄積・加工・処理段階」のコストや手間
が大幅に低減しており、より多くのユーザー企業が M2M の取り組み易い環境
が整いつつあるviii。 
業界団体の動きとしては、2010 年に設立された新世代 M2M コンソーシアム
が有名である。同コンソーシアムは 2013年度より公開シンポジウムを開催し、
それを通じて M2M の位置づけやサービス提供側の取り組みを紹介するなどの
啓蒙をスタートさせた。また、2014 年 7 月に、M2M の国際標準化組織である
oneM2M（2012 年 7 月設立）に参加した。これにより、国内においてもたと
えばセンサーとネットワークのインターフェースの在り方、無線方式に関する
国際標準ガイドラインの構築が推進されるものとみられるix。 
国の動きとしては、新世代 M2M コンソーシアムが 2013 年 11 月に開催した
「公開シンポジウム 2013」において、総務省は「M2M による ICT 成長戦略」
と銘打ち、特にインフラの老朽化や資源課題などをはじめとする社会的課題に
M2M で対応していくxと説明している。 
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このように言われているが、企業にとってここで言えることは変化する部分
と変化しない部分があるということである。先ほどの指摘ではないが、その取
得したデータをどのように活用するか、ということである。そして、IoT への
展開の基礎となるのが M2M である。 
 
3. Industrie 4.0（インダストリー4.0）とは、 
リード エグジビション ジャパン株式会社が主催した「日本ものづくり
ワールド 2015」の 2015 年 6 月 24 日に行われた基調講演にドイツを代表する
企業であるシーメンス・ジャパン（株）専務執行役員 デジタルファクトリー
／プロセス＆ドライブ事業本部 事業本部長のミヒャエル・トーマスが
「Industrie4.0 を目指して～デジタル・エンタープライズの実現に向けたシーメ
ンスの取り組み」という講演をおこなった。この講演を参考にしてインダスト
リー4.0 とはどのようなものか、ということを見ていきたい。インダストリー
4.0 とは、第 1 の産業革命を 18 世紀の機械化、第 2 の産業革命を大量生産、第
3 の産業革命を電子工学と情報技術を用いる自動化と位置づけ、現在の産業の
取り組みを第 4 次産業革命としている。それはドイツでは産官学が連携してい
る取り組みであるが、ドイツを代表する企業であるシーメンス中心的存在であ
るのは間違いないことから今回の講演を取り上げた。 
講演での冒頭で、2011 年の段階でこれらかの 25 年をどうするのか？という
視点から、世界的な製造業の見直しと再評価をおこなっている。アメリカ合衆
国においては、“マニュファクチャリング・ルネッサンス”ということが叫ばれ、
製造業の革新のための国レベルのネットワークの実現、国産シェールガス・オ
イル（水圧粉砕法）が進んでいる。一方で、ドイツでは、産業界における生産
的立場の維持、革新的競争のための、持続的な投資、高比率の国外輸出の維持
そして、インダストリー4.0 により新しい原則・ガイドラインを目指している。
中国では、最新技術の採用による、高品質製品の実現、人件費の高騰、高品質
を実現するためのオートメーションの必要性が指摘されている。また、日本で
は、輸出増に向けた努力、製造業は GDP の 20%を占める、政府による輸出産
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業への支援活動などにより、世界的に、最も技術的に進んだ国の一つである。
そのような状況のなかでも生き残っていくことが重要なことは十分に理解でき
る。 
インダストリー4.0とは2025年以降を視野に入れた工業生産におけるドイツ
の今後のプロジェクトであり、製品のライフサイクル全体に渡って、新しいレ
ベルの組織とバリュー・チェーン全体のコントロールを表している。一方で顧
客の要望を個別の対応する傾向がおおくなりつつあり、アイディアと発注から
開発と生産、エンドユーザーへの製品の配送、さらにリサイクルとその関連サー
ビスまでのすべてのフェーズを含む活動である。そして、重要な研究分野は付
加価値のあるネットワークを介した水平統合、バリュー・チェーン全体のエン
ドツーエンドエンジニアリング、および垂直統合とネットワーク化生産システ
ムの構築である。 
 
図 2. 各段階でのシステム、マネージメント手法 
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インダストリー4.0 を取り入れることで、開発から生産までがスムーズに行
えるという。その開発からのステップのイメージが下図になる。 
 
図 3. シームレスな開発プロセスへ 
 
 
インダストリー4.0 の特徴的なところは、サプライチェーンに沿った段階的
なマネージメント手法がもちいられようとしているとこである。これは、ドイ
ツという国は大手企業以外に中小企業が多く、それを保護することが国の目的
でもあるという指摘もあり、このプロジェクトを国が進めていていることから
正しくできている様に思える。 
 
3-1. シーメンス＝デジタル・エンタープライズへの挑戦 
シーメンスは SAP HANA の技術に基づいて、産業界の顧客のためのオープ
ンなクラウドプラットフォームの提供をおこなっている。使用エネルギーと資
源だけでなくプラントとマシーンの最適化、シーメンスとサードパーティー製
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品をつなぐオープンスタンダード（OPC）の構築、そして、シーメンス製品の
Plug and play 統合（TIA ポータルでエンジニアリング）の実行、顧客それぞ
れのアプリケーションへのオープンなアプリケーションインターフェイスを
持った産業向けクラウドの設置、クラウドのインフラは顧客ごとに選択可能な
パブリック・クラウド、プライベート・クラウドの構築、業務用ソリューショ
ンの実行を行い、次がポイントだが、使った分だけ（Pay –per-use）の透明性
の高い課金モデルとし、新しいビジネスモデルの対応可能（例えば、機械稼働
時間の提供）も検討している。また、デジタル・エンタープライズとしてシー
メンスは Industrie4.0 の実現に向け、大企業から中小企業まで、あらゆる規模
の企業に適した、シーメンスのソリューション・ポートフォリオだとしている。 
そのために、デジタル・エンタープライズの各要素は、すでに用意されてお
り、それらは以下の 4 つのコア分野からなるとしている。 
１、デジタル・エンタープライズ、ソフトウェア、スイート 
２、産業用通信ネットワーク 
３、オートメーションのセキュリティ 
４、ビジネス特有の産業サービス 
として企業の成長戦略をサポートする体制を整えつつある、としている。国家
的な取り組みであることから、大手から中小企業まで包括した大規模な取り組
みであることが分かる。そして、国民性だという指摘もあるが、2025 年という
長いスパンで考えていく姿勢が垣間見える。 
同様な取り組みはアメリカでも進んでいるが、こちらは逆に GE という一企
業が進めているのとは好対照である。こちらの動向については次で述べたい。 
 
4. インダストリアル・インターネットとは～GE の動き 
日本経済新聞の 2015 年 5 月 3 日の朝刊をご覧になった方もいらっしゃるの
では思うが、改めてそこでの記事を紹介したい。そこで述べられているのは、
GE、脱金融で本業回帰、変動の激しさで決断――日本企業にも教訓示すという
タイトルで米ゼネラル・エレクトリック（GE）が脱金融に経営のカジを切った
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のである。ジェフリー・イメルト会長は 3 月末に公表した「株主への手紙」の
なかで、2003 年には 56％あった全社の営業利益に占める金融事業の比率が 14
年には 42％まで縮小し、16 年には 25％まで下げる方針を打ち出した。さらに
4 月 10 日には約 3 兆円相当の不動産や関連金融資産の売却を発表し、同時に
18 年には金融の比率を 10％まで下げると表明した。その原因として、08 年の
リーマン・ショックをあげている。 
短期の金融市場が凍り付き、GE は深刻な流動性危機に直面した。有名投資
家のウォーレン・バフェットによる出資のほか、公的な支援も得てなんとかし
のいだが、デフォルト（債務不履行）の寸前まで行った。そこで、イメルトの
前任のジャック・ウエルチ前会長時代は金融部門の存在が GE 株を上昇させる
原動力になったが、今はその逆で、ボラティリティーの大きな金融事業は株価
の足かせだとし、製造業の分野では特に、航空機エンジンではライバルを圧倒
するシェアを握った。重電事業では仏アルストムの部分買収に成功し、独シー
メンスや三菱重工業などの日本勢にグローバル展開で大きく水をあけた。そし
て、製造業と IT（情報技術）を結合する「インダストリアル・インターネット」
の取り組みでも世界をリードする、としている。また、その結果、GE の製造
業部門の売上高営業利益率は 14％に達している。「金融に依存しなくても、メー
カーとして次の 100 年をやっていける」というイメルト会長の判断と決意が、
今回の決定の背景にあるxi、と述べられている。ここで重要なことは、本業で
ある製造業への回帰である。逆に製造業に回帰し、インダストリアル・インター
ネットに資本を含め集中ですことで、利益を上げて存続を図れるという確信に
満ちた判断だ。 
 
4-1. GE の現状 
もう少し、GE について詳しく見ていきたい。そこで、2015 年 6 月 24 日に
リード エグジビション ジャパン株式会社が実施・主催した、「日本ものづく
りワールド 2015」の基調講演で日本 GE 株式会社 専務執行役員の田中豊人が
「インダストリアル・インターネット戦略」というタイトルの講演を行なった。
同氏の説明によると、2014 年の GE の事業部門の売上は 
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 GE パワー＆ウォーター276 億ドル（約 2.9 兆円）18%、 
 GE ヘルスケア 182 億ドル（約 1.9 兆円）12％、 
 GE キャピタル 428 億ドル（約 4.5 兆円）28%、 
 GE オイル＆ガス 187 億ドル（約 2.0 兆円）12%、 
 GE アビエーション 240 億ドル（約 2.5 兆円）16%、 
 アブライアンス＆ライティング 84 億ドル（約 0.9 兆円）6%、 
 GE エナジーマネジメント 73 億ドル（約 0.7 兆円）5%、 
 GE トランスポーテ―ション 57 億ドル（約 0.6 兆円）4%、 
となり、総売上高 約1,486億ドル（約15.6兆円）だとしている。そして、イン
ダストリアル・インターネットへのインフラの集中しようとしている。 
一方でインダストリアル・インターネットについては GE のホームでも詳し
く説明している。補足となるので参照したい。そこでは述べられていることは、
18 世紀から 20 世紀まで、世界の社会・経済・文化に大きな影響を与えた「産
業革命」を「第 1 の波」と、20 世紀後半に世界を変革した「インターネット革
命」を「第 2 の波」とするならば、「インダストリアル・インターネット」は
「第 3 の波」ともいうべきもので、世界を再び変革しようとしている。そして、
インダストリアル・インターネットの主要要素は 3 つあり、それぞれが関連し
ている、としている。 
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図 4. インダストリアル・インターネットの主要要素 
 
 
1 つ目はインテリジェント機器に関しては、産業機器、施設、車両を高度な
センサーとコントロールし、ソフトウェアアプリケーションで接続をおこない、
2 つ目はデータと高度な分析に関しては予測アルゴリズムと最先端のソフト
ウェアを用いて、ビッグデータを可視化し、3 つ目は人々に対してはいっそう
インテリジェントな機器の設計、操作、保守を可能にし、より高度なサービス
品質や安全性を享受することがきるとしている。 
インダストリアル・インターネットにおける基本的な情報の流れによって、
「私たちは新たな時代を迎えています。世界中で、ハードウェアとソフトウェア
は強い力で、融合し以前は想像すらできなかった製品やサービス、そしてビジ
ネスモデルが実現されようとしています。未来を創造しながら、生産性向上と
ものづくりにおいて、『革命』がおこりつつあるxii」と述べている。 
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図 5. インダストリアル・インターネットで示されている情報の流れ 
 
 
そして、インダストリアル・インターネットは、すべての先端機器に予測機
能を付与し、障害を予防することで、機器の性能を向上させ、より強く、迅速
かつクリーンで安全な世界をもたらし、例えばインダストリアル・インターネッ
トによって、航空機エンジンの燃料消費や長距離貨物列車の運行システム、火
力発電の燃焼効率をわずか 1％改善するだけで年間およそ 200 億ドルの利益を
生み出すことになると GE は試算してxiiiいる。 
なぜ、それが可能なのかというと、先ほどの田中はこれまでに設置した GE
の産業機器は、 
 ガスタービン：3,900 基 
 風力タービン：22,800 基 
 オイル＆ガス掘削機器：20,700 台 
 航空機エンジン：28,200 台 
 貨物列車：21,500 両 
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 医療画像診断機器：1,400,000 台 
に及び、その機器を見直し、サービスの「再発見」をおこなったのだという。
それは、別の言い方もしていて、「メーカーの強み、知見を活かしたサービスの
再発見だ」という。 
言い換えると、測定器にて計測したデータをクラウドなどに送り、分析し、
適切人々と共有し、機器へと情報を戻し、適切なメンテナンスなどを行い、適
切な処置を行い生産効率を上げているのだという。その結果はそれぞれ下図の
ようなパフォーマンスを示すという。 
 
図 6. 主要部分で実現可能となるパフォーマンス 
 
 
そして、今回の講演では下図のように別の描き方をして示しているが、その
ようなことを行うことで、「信頼性」、「コスト削減」、「リスクの低減」、「利益の
増加」の実現を図るとしている。 
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図 7. インダストリアル・インターネットのパフォーマンス 
 
 
先ほど、触れた GE の各メーカーが対応している業界に対して、共通のプラッ
トフォームを使いながら、変更を加えサービスを展開していくということにな
る。 
M2M とインダストリー4.0 及びインダストリー・インターネットとの大きな
ちがいはプラットフォームという考え方である。プラットフォーム化が進んで
いるのが、GE だという指摘がある。それは、ドイツなどと違い、GE を中心と
した企業単体で進んでいるからだというのも理解できる。 
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図 8. GE 各社による業界へのサービス展開 
 
 
5. IoT の日本での動き～Industrial Value Chain Initiative を中心に 
日経新聞によると、日本でも新たな動きが始まっている。それは、ものづく
り技術標準化、工場や設備、相互に接続しやすく、IHI や富士通、30 社がコン
ソーシアム。 
三菱電機や IHI、川崎重工業、富士通など国内の有力企業 30 社以上は近く、
次世代のものづくり技術の標準化を目指すコンソーシアムを設立する。情報通
信技術（ICT）を利用して工場間や設備同士をつなぐ規格を標準化し、相互に
接続しやすくする。国際標準化機構（ISO）にも提案し、国際規格を目指す。 
コンソーシアム「インダストリアル・バリューチェーン・イニシアチブ（以
下 IVI）」は、18 日に発足する。生産技術のインターフェースの標準化を進め、
異なる企業の設備をスムーズに接続できるようにする。国際規格にすることで、
途上国への生産設備の輸出も促進する。 
作業員と製造設備・情報システム間の情報共有や、ビッグデータを活用した
製造設備の保全などに必要な技術の標準化を検討する。法政大学の教授の西岡
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靖之を中心に、具体的な項目について議論を進める。 
ドイツや米国などでも取り組みが進んでいる。ドイツは「インダストリー4.0」
と名付けたプロジェクトでセンサーやネットワーク技術を使い、工場内の完全
自動化や、取引先などの設備を含めた産業全体の最適化を目指している。国内
の中小企業を強化するほか、発展途上国でのドイツ製品の導入を促す狙いがあ
るとみられる。 
日本では大企業中心に、自社内や特定の取引先と連携するネットワーク化が
進んでいるが、基盤となる技術が企業ごとに異なり、産業全体での連携には壁
があったxiv、ことからである。 
日刊工業新聞で西岡は以下のようにインタビューに回答している。 
―インダストリー4.0 をどう評価しますか。 
「内容より、それを提唱する体制があり、国全体の成長を見据えているのが
評価できる。日本は個々の企業が閉じており企業・業界をまたいだ動きがない。
ドイツは企業が協調してルール作りをするのがうまい」 
―日本はインダストリー4.0 とどう向き合うべきでしょうか。 
「一番怖いのはモノづくりはこうあるべしと決められ、日本のやり方は国際
標準でないとされることだ。国際標準化をめぐり競争せず、協調しても良い。
インダストリー4.0 は米国の IT による新潮流への対抗軸と聞く。米国のモノづ
くりはサービスなど IT 寄りになる。ドイツと日本はモノづくり現場が IT 武装
しようという立場で共同戦線は可能だ」 
―つながる工場とはどんな仕組みですか。 
「企業の工場同士が IT でつながることを目指している。工程や業務が、自社
や他社の工場の工程や業務とつながる。狙いの一つは中小企業が海外企業から
受注できるようにすることだ。中小が海外から受注するのは難しいが、日本に
いながら直接取引できる」 
―なぜ受注できるようになるのですか。 
「取引開始時の生産プロセスや管理技術の評価が早くなる。一部の工程デー
タをつなげ、システムとして品質が保証され、海外企業の中小企業への信頼性
が向上する」 
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―インダストリー4.0 とつながる工場の共通点は何ですか。 
「モノのインターネット（IoT）でモノづくりの新たな革新を模索するところ
だ。自律分散的な仕組みをベースに、工場を超えた連携をはかる。つながるた
めの標準化がカギと認識しているところも同じだ」 
―異なる点は。 
「つながる工場は現場のニーズを起点に、人がカイゼンで常に成長し、進化
できる仕組みがある。工場同士をつなげる標準化、共通の仕組みを厳密な標準
と“ゆるやかな標準”に分けていることも違う」 
―ゆるやかな標準とは。 
「これまでの標準は、レベルを合わせ、やり方を共通化することに主眼を置
いた厳密なものだった。ゆるやかな標準は、個別の創意工夫や競争優位を許容
する。作り込み品質の高さなど、一番大事なコア技術はブラックボックス化し
て隠す。各社が参照できるリファレンス（参考）モデルの具体化に向け、IVI
を 6 月をめどに組織化したい」と述べている。そして、中小企業が世界とつな
がり仕事を増やすという目的は理解できる。西岡教授が中小企業の IT 活用を
支援してきた経験が大きい。インダストリー4.0 同様、標準化がカギとなるが、
各社のコアとなるノウハウを隠すことで、賛同を得やすいのではないか。参加
企業を増やすには、扱いやすいモデルを整えるのが欠かせない。構想の具現化
へ、組織の推進体制を早急に固めることを期待したいxv、と記事ではまとめて
いる。 
そして、IVI の目指す方向について、ホームページでは、IVI が目指すもの
は、型にはまった形式を強要する厳密な標準ではなく、ゆるやかな標準、つま
りリファレンスモデルです。中心メンバーの法政大学の西岡は、ドイツや米国
の「スマートファクトリー」の動きは FA（ファクトリーオートメーション）
領域や IT 領域などに偏ったものが多く、必ずしも日本の製造業にとってはメ
リットにならない場合があるとして、日本には、日本の強みを生かせる日本独
自のリファレンスモデル（参考となるモデル）が必要になるxviとしている。 
そして、西岡はまず初めにデータというものの整理の重要性を指摘している。
１：物理的にデータが送れる（データ連携）、２：送ったデータの意味が伝わる
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（情報連携）、３：意図が伝わり実行される（業務連携）の 3 種類に分類できる
としている。それを総合的か否か、事実か、知識かの下図のように 2 軸で分け
それぞれに該当する情報をプロットしている。 
 
図 9. 情報の分類 
 
 
その情報がデジタルなのか、アナログなのかの境界とともに競争領域と協調
領域の境界を見極め、設備間でのデータ形式、工程間でのデータ、工場間での
データ、利用者間でのデータが繋がる仕組みの再構築を目指している。面白い
部分はそのデータ形式などは自然淘汰によるデファクトスタンダードを目指す
という部分だ。ここから分かることは企業もしくは製品のストーリーの構築か
ら始め、その後に GE などが目指すプラットフォームを構築しようと考え方に
なる。 
 
5-1. IVI の目指す方向～リファレンスモデルの構築 
先ほどはストーリーという言い方をしたが、西岡はシナリオと呼んでいる。
そのモデルの構築の方法は 
西岡靖之「Industrial Value Chain Initiative(IVI)が目指す人が起点のIoTのしくみ」
主催日経ものづくり・日経テクノロジーのFACTORY 2015 SUMMER 2015年7月6日実施 での講演資料参照して修正
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１、業務シナリオの定義／見直し 
２、リファレンスモデル定義 
各担当の活動の再定義 
利用する情報の再定義 
３、業務システムの構築／改善 
当面は個々の企業間の接続仕様に合わせた仕様の構築 
と現場の業務、担当の活動や利用する情報そして、企業間の仕様の構築とボト
ムアップの構築を目指している。そして、そのシナリオベースのモデル化とし
ては、業務シナリオ、活動モデル、場面モデル、・情報モデルというものを考え
ている。 
それを概念的にしましたのが、下図である。自然界に存在しているものごと
に対して、人が何かしらの行動を起こし、その情報をデータとして収集し、ロ
ジックとしてまとめ上げる仕組みを示している。 
 
図 10. 西岡のサイバーフィジカルシステム 
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先ほどの概念的な情報処理を企業の場に当てはめたのが下図となる。先ほど製
造現場からの情報収集に始まり、現在は現場同士のアナログが主であるが情報交
換は頻繁に行われている。ある部分ではサプライチェーン上での情報交換も現在
でも行われている。そのデータをデジタル化しより有効に活用していこうという
意図が分かりやすい図であるかもしれない。そのシナリオは最終的には経営まで
の情報交換となると考えていることも理解できる。 
 
図 11. 生産現場をコアとした情報連携 
 
 
産業構造審議会/商務流通情報分科会の資料によると、デジタル化が進み、デー
タの流通がある程度までは可能となり、現在は集積し加工することが可能となっ
た段階だとしている。今後進む方向としては、そのデータを解析し製品の効率的
な生産へとフィードバックしていこうとなるとしている。その先には AI（人口
知能）などによる受発注を含む停止することすらない機器管理なども含む予測モ
デルによる高度な自動化された工場ということになるのだろう。 
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そこで、可能となることは 3D プリンターの発達に伴い、高度なパーソナル化
された製品の生産が可能な工場になるのだろう。自動車のシートは搭乗者に合っ
たように加工され、ストレスなどが無く快適なシートとなるだろう。そして、そ
れがさらに進んだパーソナル化製品になると健常者と障害者という差さえ存在
しないかもしれない。 
 
図 12. 製造プロセス 
 
 
小括 
ここまでミクロな問題とマクロな問題についてあまり整理をせずに見てき
た。ここでは株式会社リックテレコムが主催し 2015 年 10 月 8 日に開催された
M2M/IoT カンファレンスでの（株）三菱総合研究所 企業・経営部門 統括室 
事業推進グループ 大川真史の講演を拝聴した。氏はある部分のミクロな視点
での整理をしている。氏はそこで、IoT の本質は モノが（人も物も）つながっ
てやりとりをすることだ、と改めて強調している。それは、 
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１、IoT の本質的な価値は、新たな価値をユーザーに提供すること 
（QCDR 改善ではない）※QCDR＝品質・コスト・デリバリー・漏洩リスク 
２、IoT の普及によりビジネスモデルのイノベーションが頻発する 
３、プラットフォームとビジネスモデルの構築がポイント 
４、従来のやり方のままでは今回の変革を乗り越えることは出来ない 
そして、IoT を進めるには 2 つの方向性が必要だとしている。 
一つは、従来これまで疎かにしていた「新たな価値をユーザーに提供」に全
力で取り組むべきことだ、との指摘でもある。これは下図をみれば分かりやす
のだが、従来は企業がユーザーを想定していたモノづくりであること、ユーザー
起点というのはユーザーが使っている状態を改めて調べることの重要性を示唆
している。 
 
図 13. ユーザー起点・価値共創のイメージ 
 
 
例えば、洗面台が朝シャンに使われていたことに気がついたメーカーは洗面
ボールの体積を拡大している。これも一つの気づきである。また、主にモニター
に依頼をして行うことが多いのだが、シャンプーの詰め替えは様々な場所、様々
な方法で行われていたが、容器のツメをつけてひっかけるようにして容器に注
ぐようなデザインに変更され、溢したりすることを防止しすることが目的とし
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て変更された。そのようなことは UD の分野で語れることが多く、良く使われ
る手法でもある。そして、その先に価値共創という概念を置いている。これは、
企業とユーザーが一緒に作り上げ、使い方はユーザーに依存するということな
のであろう。そして、「ユーザーの使い様」をイノベーションの起点と捉える必
要がある、とも述べている。 
もう一つがプラットフォーム＝価値提供の土台の重要性である。それは、IoT
に代表されるデジタル化による新たな価値提供は、プラットフォーム上で行わ
れるからである、としている。 
自動車＝コミュニケーションの土台（プラットフォーム）だとすると、新し
いスピーカーを車に取り付けたいと考えたときに、ユーザーと自動車がコミュ
ニケーションが将来的に取れるとすると、その製品の評判、価格などの情報や
需要動向、供給状況、キャンペーン情報などユーザーなどといった、新しいス
ピーカーを買うまでに必要な情報を自家用車が収集してくれるというプラット
フォームの構築が必要ではないか、と指摘している。 
 
IoT の影響 
ここでは二つの観点から見ていきたい。一つはマクロの観点からポーターら
の指摘によると、接続機能を持つスマート製品のテクノロジー・スタックに関
わる新規サプライヤーは、最終利用者とつながり、製品利用データを入手でき
る立場を背景に、より大きな影響力を手に入れるかもしれない。 
機能を持つスマート製品の強力な機能や性能は、業界内の競争状況を塗り替
えるだけでなく、業界の定義そのものを広げる場合もある。業界の競争領域は、
全体として幅広ニーズに応えるようにいくつもの製品を取り込みながら、拡大
していく。個々の製品の機能は他の関連製品群に最適化される。例えばトラク
ター、耕運機、種まき機を連携させると、全体としての性能が一層向上する可
能性がある。 
このように、競争の基礎は個別の製品の機能性から、幅広い製品を統合したシ
ステムの性能への移行し、競争の主体は農業だけではなくなる。メーカーは今や、
全体として最適な成果を発揮できるよう、お互いに接続する一連の農業機械と関
26 
連サービスを提供する用意がある。つまり、業界の軸足は機械の製造から最適化
へと移行しているのだ。採掘業界では、ジョイ・グローバルが個々の採掘機械か
ら複数の機械を統合したシステムへと業界の枠組みが拡大しているのである。 
もっとも、業界の枠組みは製品システムから、システムのシステム、すなわ
ち「システムの複合体」へとさらに拡大する傾向を強めている。つまり、個々
の製品システムと外部との関連情報を連携、最適化することであり、スマート・
ビルディング、スマート・ホーム、スマート・シティなどがこれに当たるxvii、
としている。そして、接続機能を持つスマート製品は、顧客価値の創造方法、
企業間競争のあり方、そして競争の領域それ自体をも変容させている。これら
の変化はおよそあらゆる業界を直接、間接的に揺るがすだろう。この IT 化の
第 3 の波は、製品の機能性や性能を段階的に引き上げだけではなく、法人や個
人が抱える数々のニーズへの対応力を劇的に高めるだろう。多くの分野におい
て、エネルギー、水、原料など希少な天然資源を保護しながら、製品の効用、
効率性、安全性、信頼性を格段に向上させ、あまくことなく活用することが可
能となるxviii、とも指摘している。 
 
価値の提供という観点から 
一方で、IoT とは異なる面からではあるが、商品のコト化が進んでいる。例
えば明治の「明治プロビオヨーグルト」シリーズのドリンクタイプの生産能力
増強ついてのプレスリリースにもあるように、消費者の健康志向の高まりと、
乳酸菌の機能価値への理解の深まりにより、近年ヨーグルト市場は伸長を続け、
2014 年度は 3,500 億円規模の市場になっているxixとある。また、その市場を目
指して、ロッテはチョコレート「スイーツデイズ 乳酸菌ショコラ」を商品化
し独自の製法で乳酸菌をチョコレートで包んだ。チョコレートの風味や甘味を
楽しみながら、手軽に乳酸菌を取れる。常温で保存しても乳酸菌は生きたまま
だという。健康志向の高い女性を中心に幅広い消費者を取り込むxx、ことを狙っ
ている。これは、ヨーグルトを食べるというより、健康を食べるということで
ある。これはヨーグルトに限らず、下図のように栄養機能食品など多くの製品
が発売されていることからも理解できる。 
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図 14. 栄養機能食品の位置づけ 
 
 
それぞれの定義についてはここでは述べないが、他の業界でも同様な動きが
ある。例えば、資生堂は 1986 年に仏ピエール・ファーブル社と合弁会社を設
立し、仏南部のアベンヌ村の温泉水を詰めた化粧品「アベンヌウオーター」な
どを輸入販売してきた。そして、日本で 14 年に新設した研究所の成果などを
生かし、このほど独自商品の第 1 弾として洗顔後の手入れが一つで済む保湿ク
リーム「アベンヌ ミルキージェル」を発売した。さらに抗加齢効果を掲げた
化粧品などを増やし、アジア向けにも販売する計画xxiがあるようだ。また、グ
ンゼでは、脚のアンチエイジング（抗加齢）に着目したストッキングの新ブラ
ンド、コスメディカルを発表し、その機能は骨盤を締め付けて姿勢を改善する
ほか、膝の裏などの着圧を軽減して血液の流れをよくする効果があるxxii、とし
ている。そして、一般社団法人日本生活習慣病予防協会のホームページでは、
米国心臓学会（AHA）が任天堂と協力し、家庭用ビデオゲーム機を利用し、米
国民の運動不足の解消や肥満対策に乗りだすと発表したxxiii、と紹介している。
健康関連についてのほんの一部の紹介をおこなったのではるが、これはある意
味では健康で健やかに過ごしたいと人々の願いでもある。また、化学商社最大
手の長瀬産業は 4 月 20 日から健康美容関連商品のネット通販を始める。グルー
プで手掛けてきた健康食品や化粧品の製造ノウハウを活用。化粧品の通販会社
と組み、30 代半ばから 40 代の女性向けの商品を開発し販売する。豊富な食品・
美容原料を調達できる商社の機能を生かし、拡大するアンチエイジング（抗加
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齢）製品の需要に対応するxxiv、などと報道されている。そのような事例は枚挙
にいとまがない。そうすると、業界の垣根はモノからコトに変化することが十
分考えられる。そうすると、例えば健康ということをキーワードにした場合に
は下図のように従来の業界とは異なった企業が参入することとなることが考え
られる。 
 
図 15. 業界のコト化による分野の交錯のイメージ 
 
 
そして、これを一歩すすめて考えるとコトを中心とした企業間の関係性の構
築、すなわち、アライアンスや M&A などが活発化することも考えられる。 
同時に、見えてくるのはモノ志向からコト志向への変化が考えられることか
ら、異業種と従来思われている業界での提携が進み、事業の展開が変化するだ
ろう。 
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経営形態の変化 
ここでは企業の組織の観点と企業間の連携という観点から見ていきたい。前
者について下図を示しながら、ポーターらは企業には 3 つの新しいユニットの
組織が始めとなる。データを統合する組織、開発と実行グループ（dev-ops）と
顧客の成功をマネージメントするユニット。その間に製品とデータセキュリ
ティの活動は迅速に拡張し複数のユニットを横断することとなる。究極的には、
活動的なそれぞれの伝統的な機能は衰退し、戦術と役割の劇的な再調整を起こ
すことを余儀なくされる、と指摘している。そして、Dev-ops の組織は短い製
品のリリース・サイクルや製品のアップデートをマネージメントし、新しいサー
ビスをもたらし、（製品を）販売後もリードすることをおこなう組織である。ア
イディアを持ってその分野において製品とユーザーの間を中断することなくク
ラウドで情報をシェアし、製品の変化を注意深くテストし、小さな頻繁な情報
提供を俯瞰することとなるxxv、ともしている。そして、Dev-ops という言葉に
ついての説明を以下のようにしている。この言葉はソフトウェア産業に由来す
る。ここではコラボレーションやクロス・ファンクションなソフトウェアの発
展や雇用の方法での記述に使われている。後に彼らが工場を去るまで、Dev-ops
のユニットは製品の接合の継続的なパフォーマンスのマネージメントと機会創
出の責任を持つこととなる。それは製品の動作（The “ops”）に責任を持ってい
る IT や工場、サービスのメンバーが伴った伝統的な製品開発（The “dev）か
らソフトウェアのエンジニアの専門家と一緒にもたらされる。 
Dev-ops の組織は短い製品のリリース・サイクルや製品のアップデートをマ
ネージメントし、新しいサービスをもたらし、販売後も実行することを組織化
しリードする組織である。アイディアを持ってその分野において製品とユー
ザーの存在を中断することなくクラウドで情報をシェアし、製品の変化の一群
を注意深くテストし、小さな頻繁な情報提供を俯瞰することとなるxxvi、として
いる。 
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図 16. 新たな組織形態 
 
 
後者については IoT の影響を考えてみると、企業経営は単体の経営から経営
態へと変化する可能があるのではないだろうか。稲盛和夫がアメーバ―経営と
いうことを唱えていることはご存じの方は多いだろう。それを会社を経営態、
企業組織を企業、会社を全体と部分的、部門を企業、と読み替えることが可能
に思える。 
例えば、それはアメーバ経営は、経営哲学をベースとした、経営態運営にか
かわるあらゆる制度と深く関連するトータルな経営管理システムxxvii。である。
そして、各アメーバは自分の食い扶持を自分で稼ぎ、自分を守ろうとするエゴ
を発揮しなければ生き残れない。だが、一方で経営態全体の視点で、トータル
の利益を最大にすることが本来の使命であるxxviii。また、アメーバ企業を編成
するさいの 3 つの条件 
条件 1 アメーバが独立採算組織として成り立つ単位であること。つまり、ア
メーバの収支が明確に把握できること 
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条件 2 ビジネスとして完結する単位であること。つまり、リーダーがアメー
バを経営するのに、創意工夫する余地があり、やりがいを持って事業
ができること 
条件 3 全体の目的、方針を遂行できるように企業を分割すること。つまり、
企業（組織）を細分化することで、全体や方針の遂行が阻害されない
ことxxix、としている。なぜならば、同じことをしているのは、経営態
として 2 重投資になりコスト効率が悪化することが考えられるからだ。
また、個々のアメーバの成功と全体の繁栄が矛盾してはならない。ひ
とつの企業だけがうまくいったところで、経営態全体が悪くなってし
まえばまったく意味がないxxx、ということになるからだ。 
 
図 17. アメーバ―型生産体制 
 
 
そうすると、部分最適なマーケティングが終了し、初めて分断されない、部
分最適且つ全体最適なマーケティングの必要性が生まれる。それは、相互依存
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型の生産システムでもあり、自社の強みを生かす（資源の集中）が必要となり、
（データが共有されることから）素材からのトレーサビリティが可能＝原価が分
かってしまうことも当然のことながらあり得ることである。そうするとと、善
であることが前提となり、1 社だけが儲けようとするのは不可能なシステムと
なるのは当然のことのように思える。パートナー間の技術革新の追求やパート
ナーチェンジの防止も含まれるのかもしれないが、一方で真摯な技術革新も必
要なこととなり、全体の繁栄を目指すことになる。そのためには、個々の企業
が利益を得るためには、周囲の納得が必要なのは当然なことなのである。ゆえ
に、利益獲得生産態＝新たなバリュー・チェーンということにもなるように思
える。そして、モノのコト化により一層企業にとっては従来の業界の枠を超え
た経営態が必要になると考えられる。 
日本で IoT の新たな取り組みとして、ロボット革命イニシアティブ協議会が
2015 年の 5 月に設立され、また IoT 推進ラボなどが官民で設立されている。
また、スマート工場という観点からは AI（人工知能）についても同様な取り組
みがある。ことから、その取り組みの変化・発展は日進月歩である。今後も観
察し考察を加えることが重要なこととなろう。 
また、サプライチェーンという観点から見れば、本来は流通の業界で起こっ
ているオムニチャネルについて述べなければ、サプライチェーンという観点か
らは不足している。この件について改めて述べていきた。 
本稿を作成するにあたり、草案の段階で商業施設学会での発表したおり文京
大学の鈴木理恵先生には貴重なご指摘をいただいた。感謝したい。また、本稿
の作成にあたり、高千穂大学大学院の新津重幸先生からは多くのご指導をいた
だいた。改めて感謝したい。なお、本稿の内容について筆者に責任があるのは
言うまでもない。 
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